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災害連携WGの議論の背景

◼地震災害や洪水・高潮などの複合災害を想定して、災害前の対策、災

害時の調査、災害後の復旧・復興に関する調査研究や教育、社会への

提言など、両学会の連携の在り方に向けた検討が必要である。

◼これまで、阪神淡路大震災や東日本大震災などの地震に関する災害調

査については両学会の連携の実績がある。

◼近年、風水害が頻発しており、両学会が連携することによって得られ

る知見や社会に対して発信すべき情報は多い。両学会が連携すること

は、流域治水を具体的に進める上でも、貢献するするところが大きい。

◼そこで、風水害に関する両学会の連携を円滑に実行するため、風水害

の調査連携に関するWGを立ち上げるに至った。



流域治水：流域のすべての関係者が流域全体で水災害に対するレジ
リエンスを高め、地域の持続性を創出する取り組み（小池、2021）

流域治水：集水域・河川区域・氾濫域を流域一体として捉え、地域特性に応じて、流

域のあらゆる関係者が協働し「まちづくり」と連携した治水対策
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災害連携WGの目的

◼水災害および土砂災害を対象とし、平時、発災時、その後の復興時も

含めて、両学会の連携の仕組みや連携方法を検討する。

◼水災害および土砂災害発生時の突発災害調査の連絡体制を構築する。

◼突発災害調査団に両学会メンバーが円滑に協働できるように、両学会

からの助言を含めて、調査団の立ち上げを支援する仕組みを整える。

◼両学会が協働で調査報告をする場合に、報告会の企画を支援する枠組

みを構築する。

◼両学会の他の機関との情報共有を支援する枠組みを構築する。
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災害連携WGの開催経緯と主な議題

第1回 7月13日 WGの立ち上げ

第2回 8月3日 WGの目的と進め方

第3回 9月28日 水災害発生時の学会間の連絡体制

第4回 10月28日 両学会の継続的な連携方法

第5回 12月6日 メールによるWGの議論のまとめと確認



災害連携WGの議論を通して得た共通認識

1. 情報共有すべき項目を整理する。

2. 水害発生時の連絡体制を構築する。

3. 災害時における建造物等の被害調査活動に関する協力協定

（案）を締結する。

4. 今後の継続的な連携の受け皿となる組織を両学会で立ち上

げる。

5. その他（日本学術会議：公開シンポジウム「水害対策と建

築分野の取組み」の開催



1. 情報共有すべき項目

◼水災害および土砂災害の減災に対する両学会の知見の共有

◼建築物の耐水化を含む流域治水の推進に関する両学会の知

見の共有

◼災害調査団の立ち上げのための情報共有



2. 水害発生時の連絡体制

◼ 水害・土砂災害が発生した場合、土木学会では、土木学会水

工学委員会幹事長と水害対策小委員長に集約し、本部および

支部と連絡を取りながら支部の下に調査団を立ち上げる。

◼ このスキームを基本として、日本建築学会災害委員会「水

害・土砂災害等による建築物等の被災調査マニュアル検討

WG」を日本建築学会側のフォーカルポイントとする。

◼ 土木学会は「水工学委員会 水害対策小委員会」をフォーカ

ルポイントとする。



3. 災害時における建造物等の被害調査活動に関す
る協力協定について

災害時における建造物等の被害調査活動に関する協力協定を作成し

た。





4. 今後の継続的な連携の両学会の組織について

⚫ 日本建築学会
災害委員会「水害・土砂災害等による建築物等の被災調査マニュアル検
討WG」の設置（2023年度より設置予定）

土木学会水工学委員会水害対策小委員会と連携して、建築・まちにお
ける水害・土砂災害等による建築物等の被害・復旧に関する被災調査、
報告書の発行、報告会等による普及の方法とあり方を検討し提案する。
土木学会からは洪水氾濫分析の専門家と土木学会 水工学委員会 水害対
策小委員会委員長が参画する。

⚫ 土木学会
水工学委員会「水害対策小委員会」を土木学会側の連携の常置委員会
とし、両学会の連携を推進する。



日本建築学会災害委員会「水害・土砂災害等による建築物等の
被災調査マニュアル検討WG」（2023年度より設置予定）



5. その他

公開シンポジウム「水害対策と建築分野の取組み」の開催に
ついて
1. 主 催：日本学術会議 土木工学・建築学委員会 気候変
動と国土分科会（流域治水に資する建築物の耐水設計検討
小委員会（以下：小委員会）

2. 共 催：日本建築学会、土木学会（依頼予定）
3. 後 援：一般社団法人 防災学術連携体（予定）
4. 日 時：令和5年3月8日(水) 13時00分～17時00分
5. 場 所：オンライン開催 （日本学術会議・会議室からの
配信を検討中）


